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子育てしやすい社会環境の構築
― 学生の意識調査を通じて ―
坂　本　祐　子
Creation of a Social Environment Friendly to Child-Raising
Based upon an Awareness Survey in College Students
Yuko SAKAMOTO
要　旨
　本稿は、医療系大学の学生に対して行った子育て、ライフスタイル、ジェンダーに関するアン
ケート調査のデータをもとに、子育てしやすい社会に関して考察を行った。その結果、学生の多
くは固定的性別役割分業や、「子どもを保育園に預けるのはかわいそう」という問いには否定的
である一方、「女性の方が子育てに向いている」という、いわゆる母性愛神話、「３歳までは母親
が育児をした方が良い」とする３歳児神話に関しては肯定的な意見が目立ち、女子学生自身の就
業継続に関しては、退職することなく働き続けたいと考えている割合は少ないことが明らかと
なった。子育てしやすい社会の実現のために、大学教育としても専門職教育だけでなく、キャリ
ア教育や男女共同参画の啓発が求められることが明らかとなった。
Summary
　　This paper considers the society friendly to child-raising based on the data obtained from 
the questionnaire survey on child-raising, lifestyle and gender in students of medical schools. The 
results show that many students have negative attitudes toward ﬁ xed gender roles and don’t feel 
pity for children left at day-care. In turn, they have positive attitudes toward the so-called 
motherhood myth such as “Women are better suited for child-raising” and the three-year-old 
myth or a socially accepted idea in Japan that a child must be raised by his or her mother until 
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he or she reaches three years of age. The results also show that less female students want to 
continue working after having a child. The survey indicates that colleges need to provide career 
education in addition to professional education and encourage gender equality in order to realize 
the society friendly to child-raising. 
Ⅰ　はじめに
　近年、我が国においては、女性の高学歴化が進行し、女性が就業する機会も拡大している。４
年制大学への女性の進学率も48.2％１と、男女差は依然としてあるものの、女性の学業上の階層
的地位は上昇してきている。人口減少時代をむかえ、女性の活躍に注目が集まり、2016年４月
からは、女性活躍推進法も施行された。
　しかし、現在もなお、日本の女性の労働力率は、M字型カーブを描いている。これは、多くの
女性が、出産あるいは結婚を機にいったん仕事を辞め、子どもが小さいうちは家事・育児に専念
し、子どもがある程度大きくなった後に再び職に就く「中断再就職型」のライフコースを歩んで
いることを意味している。以前よりは、就業中の女性は育児休業制度を取得しやすくなったとは
いえ、実際に、第一子出産を機に仕事を辞めている女性は6割にのぼり、この状況は1980年代
後半からほとんど変化していない２。その結果、現在は３歳未満児の約７割が家庭で保育をされ
ている状態である３。
　このような状況下で、「待機児童解消」、「子育ての社会化」という保育サービスや子育て支援
の必要性が問われる一方、「子育ては、家族、とりわけ母親の手によって担われるべき」とされ
る言説（加藤2006,岩間2008,西村2009）が消えないのも事実である。
　そこで、次世代を担う若者、とりわけ職業意識が比較的はっきりしている医療系大学の学生が、
自分のキャリアデザインも含め、子育てと仕事のバランス等についてどのような意識をもってい
るのかアンケート調査を行った。
Ⅱ　アンケート調査の概要
（１）方法と属性
　2016年４月に、群馬県内医療系大学の１年生（平均年齢18.1歳）を対象にアンケートを実施
した。アンケートを実施する際に、回答結果は集計して公表する旨をアナウンスした。アンケー
トは無記名とし、回収にあたっては、個人が特定されないように配慮した。回収数224部で、す
べて有効回答であった。回答者の男女の内訳は、女性139、男性85である。
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（２）結果
　ａ．男女の役割分担
　「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という「固定的性別役割分担意識」に関する質
問に対して、男性の78％、女性の88％が否定的な回答をし（図１）、「男性は看護や育児など人
の世話をすることには向いていない」に関しては、男性の89％、女性の94％が否定的な回答を
した（図２）。しかし、「子育てにむいているのは女性」に肯定的な回答は、男性55％、女性
51％であった（図３）。
　ｂ．母性愛神話と子育て
　「母親の仕事のために３歳以下の子どもを保育園に入れるのはかわいそうだ」に対しては、男
性72％、女性62％が否定的な回答をする一方で（図４）、「子どもは少なくとも３歳くらいまでは、
母親が育て方が良いと思う」には、男性67％、女性76％が肯定的な回答を示し（図５）、「女性
図２　男性は看護や育児など人の世話をすることには向いていない　（単位％）
図１　夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ　（単位％）
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図３　子育てに向いているのは男性ではなく女性だ　（単位％）
図４　母親の仕事のために３歳以下の子どもを保育園に入れるのはかわいそうだ　（単位％）
図５　子どもは少なくとも３歳くらいまでは、母親が育てた方が良いと思う　（単位％）
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には母性本能があるので、子育てはうまくできる」には、男性81%、女性73%が肯定的であった
（図６）。
　ｃ．結婚後の家庭内での役割分担
　結婚後の家庭内での役割分担について、「稼ぎ手としての役割」と、「家庭の役割」をそれぞれ、
自分□：パートナー□＝10になるように、□に数値を記入し、それぞれを合計したもの（例えば、
稼ぎ手役割が、自分：パートナー＝７：３、家庭の役割が、自分：パートナー＝４：６であれば、
合計した自分の役割が11で、パートナーが９となり、「自分＞パートナー」となる。）が図７－
１と図７－２である。
　ｄ．就業と子育て
　女性の理想の子育てと仕事との関係については、「就業継続型」が26％で、「一時離職・再就
職型（パート）」が37％、「一時離職・再就職型（フルタイム）」が34％であった（図８）。
　ｅ．仕事と子育てのバランス
　男女の仕事と子育てのバランスについては、「男性は、仕事と子育てに同じように関わるべき」
図７－１　男性の理想の役割分担（ｎ＝85） 図７－２　女性の理想の役割分担（ｎ＝139）
図６　女性には母性本能があるので、子育てはうまくできると思う（単位％）
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が男性の85％、女性89％（計88％）が支持しているが、「女性は、仕事より子育てを優先すべき」
が男性46%、女性28%（計30％）が支持している（図９－１,９－２）。
　ｆ．母親の就業状況×３歳児神話
　「あなたが小学校低学年の頃、あなたのお母さんは働いていましたか。あてはまる記号に１つ
だけ〇をつけてください」という質問には、①「働いていなかった」が24%、②「常勤の仕事を
していた」が41%、③「パート・臨時で働いていた」が29%、④「自営業・家業に従事していた」
が６%、⑤「母親はいなかった・その他」は０%であった。この母親の就業状況と、「子どもは少
なくとも３歳くらいまでは、母親が育てた方が良いと思う」（図４）とのクロス集計を行ったと
ころ、図10のとおりとなった。母数が少なく、検定できなかった④「自営業・家業に従事して
いた」を除くと、χ2検定では、母親の就業状況と３歳児神話との間には、有意な差がみられた
（x2=10.72, p < 0.01）。
図９－１　男性の仕事と子育てについて
　（ｎ＝224）
図９－２　女性の仕事と子育てについて
（ｎ＝224）
図８　理想の仕事と子育ての関係　（女性のみｎ＝139）
34％
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Ⅲ　考　察
　内閣府による「女性の活躍推進に関する世論調査（平成27年）」の中で、固定的性別役割分業
に関する問に対しては、20代（n=228）は、56.1％が反対している。単純に比較はできないが、
10代である医療系大学の学生として、「男性は看護や育児など人の世話をすることには向いてい
ない」という問いには否定的なことからも、性別に関係なく医療専門職を志していることが、そ
のような意識に関係していると推測される。
　しかし、その一方で、「子育てにむいているのは女性」に肯定的な回答が半数を占め、「子ども
は少なくとも3歳くらいまでは、母親が育て方が良いと思う」には、男性67％、女性76％が肯
定的な回答を示していた。このように、たとえ固定的性別役割分業には反対していても、「子育
ては女性向き」、「母性本能を信じ、３歳までは母親」という意識でいることが分かった。
　結婚後の家庭内での役割分担については、男性は、稼ぎ手役割も家庭の役割も、「パートナー
以上に負担する（71％）」という意識が最も多く、女性は、「パートナーと自分の役割分担が公
平（40％）」もしくは、自分が「パートナー以上に負担する（38%）」という意識がみられ、「パー
トナーに依存する（22％）」という意識は最も少なかった。
　家族社会学の分野では、「夫婦間の家事分担」の公平性についての研究が盛んになされてきた。
日本では、夫婦共働きだったとしても、未だ夫婦間に大きな家事分担の差がある。そもそもなぜ、
「家事は主に女性が担当する」という意識を日本人がもっているのか。不破・筒井（2010）は、「家
事分担と不公平感に関する国際比較データから、妻の家事分担比率が高い国、性別役割分業意識
が強い国では、実際に妻の家事負担が大きく、また、妻が長時間働いていたり、高学歴であって
も、不公平感をもちにくい」との見解を示している。また、小笠原（2005）は、「夫婦の生計維
持分担意識を分析の対象とし、家計を共に支えているという意識の夫婦と、妻の稼ぎは補助的な
労働という意識の夫婦があった場合、前者の方が後者と比較して家事をより公平に分担している」
という説明をしている。
図10　母親の就業状況×３歳児神話　（ｎ＝224）
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　このような「不公平感」に着目した研究からは、不満をもつ際の「基準」が問題となるので、
学校教育や啓発活動を通じて「より公平な家事負担の基準」を浸透させることが社会に求められ
ているといえるのではないか。
　女性の就業に関して本田（2008）は、家庭教育に熱心な母親とそうでない母親がおり、熱心
であるがゆえに就業しないという選択がとられる可能性を示している。男女雇用機会均等法施行
から30年経過した現在でも、前述したように働く女性の６割は第一子出産を機に仕事を辞めて
いる。女性が出産を機に仕事を辞める理由は様々だが、一番多くを占めているのが、「自発的に
辞めた（39％）」４である。今回の調査でも、医療専門職を志しているにも関わらず、女性は、「結
婚・出産で退職することなく働き続けるのが理想」と答えたのは、わずか26％である。
　このような背景の一つには、いわゆる「３歳児神話」が存在するのではないだろうか。榊原
（2001）によると、３歳児神話には２つの解釈があり、一つはボルビィの愛着理論を契機に作ら
れた「３歳までは母親が子育てに専念しないと、その後の子どもの発達に悪影響を及ぼす」とい
うもの、もう一つは、近年の脳科学の進歩に伴ってでてきた「３歳までの早期教育（環境）が大
切だ」という理解である。厚生省（当時）が、平成10年版の白書で、「３歳児神話には、少なく
とも合理的な根拠は認められない」と明記してから18年後の現在であるが、10代の大学生も「３
歳児神話」を信じているという結果になった。そして、その３歳児神話と自分の母親の就労状況
に関連があり、自分の母親が「常勤の仕事」をしていると、「３歳までは母親が」とは感じにく
いことが分かった。日本家族社会学会が行った全国調査（2003）や、ベネッセ（2006）が行っ
た調査でも、多少の差はあるものの、３歳児神話は過半数以上の支持を得ていた。
　このように未だ根強い３歳児神話のもとで、保育園に預けられる子どもを「かわいそう」とい
う意識を、若い大学生でも持っているが（本調査では、女性38％、男性28％が肯定している）、
これまでの研究結果を見る限りでは、保育園で育つ子ども達は、そうでない子どもと比較して、
ポジティブな結論が見られ（安梅他2005、末盛2005、フリードマン2000）、集団保育の優位性
がみられる研究が散見される。日本では、子どもが保育園に預けられることを「かわいそう」と
いい、子どもが小さいうちは、せめて親族中心でケアをしようとする傾向があるが、子どもにとっ
て保育園で育つことは発達にとってプラスの影響があるのである。しかし、現実には、待機児童
が都市部を中心に急増している中で、保育園に入りたくても入れない親も多い。柴田（2016）も、
「これからの日本を救うのは、保育サービスを中心とした子育て支援である」５と述べ、子育て支
援は、労働生産性を高めたり、出生率を高めたり、貧困の子どもを減らすことにも効果があると
している。保育サービスの中心となる保育園は、子どもにとってよりよい育ちを与える場となっ
ていることを認識し、就業の有無にかかわらず、望めば誰もが入れるような保育環境を整えるこ
とが重要である。
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Ⅳ　おわりに
　本稿では、医療系学生に、自分のキャリアデザインと、子育てと仕事のバランス等についてど
のような意識をもっているのか分析を行った。女性は、医療専門職として資格を取得すれば、いっ
たん仕事を辞めても復帰するのが容易だと考えているからか、出産後の就業継続を希望する学生
が少なかったが、そのようなイメージと現実とのギャップを埋めるためにも、実際に子育てをし
ながら医療者として働いている先輩の話を聞いたりして、具体的なイメージをもてるような教育
が必要ではないか。学生が、医療専門職としてキャリアデザインを考えた時、社会にその専門性
が活かされるためにも、在学中にどのような教育ができるのか、改めてキャリア教育の必要性が
問われていることを確認した。
（さかもと　ゆうこ・群馬パース大学他非常勤講師）
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